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2013 年度末における普通地方公共団体の数は 1,766 団体である 4。ま
た、地方公営企業を経営している地方公共団体数は 1,786 5であり、その
内訳は都道府県が 47、政令指定都市が 20、市区町村が 1,719 となって
いる。これらの地方公共団体が経営している 2013 年度末における地方
公営企業の事業数は 8,703 事業、そのうち地方公営企業法の財務規定が
適用されている企業が 3,033 事業、非適用企業が 5,670 事業である。事
業数の推移をみると、1990 年代まで増加傾向にあったが、2000 年代に
入り減少傾向となっている。
事業別にみると、2013 年決算において、下水道事業が 3,629 事業で最
も多く全体の 41.8％を占めている。次いで簡易水道事業を含む水道事業























1970 1980 1990 2000 2005 2010 2013
2013年度
構成比（％）
水道 3,328 3,601 3,654 3,661 2,334 2,152 2,111 24.3
上水道 1,524 1,856 1,967 1,991 1,425 1,358 1,352 15.5
簡易水道 1,804 1,745 1,687 1,670 909 794 759 8.7
工業用水道 77 89 125 147 149 152 154 1.8
交通 141 139 129 125 106 98 91 1.0
電気 37 35 34 115 120 63 79 0.9
ガス 72 73 72 68 36 30 28 0.3
病院 716 716 736 757 672 654 642 7.4
下水道 280 772 2,054 4,669 3,699 3,637 3,639 41.8
港湾整備 199 188 126 123 106 101 97 1.1
市場 109 176 194 196 180 174 166 1.9
と畜場 428 287 200 111 79 73 63 0.7
観光施設 574 738 819 633 440 366 326 3.7
宅地造成 441 452 639 718 531 475 449 5.2
有料道路 - 33 19 8 4 3 2 0.0
駐車場 - 161 188 256 240 231 231 2.7
介護サービス - - - 949 651 597 582 6.7
その他 62 48 41 38 32 37 43 0.5
6,464 7,508 9,030 12,574 9,379 8,843 8,703 100.0合計
年度
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員数は、全体の 13.1％を占める 359,292 人である 6。この数値は、福祉
関係を除く一般行政の 543,623 人、福祉関係の 3,649,747 人、教育部門
の 1,032,178 人に及ばないものの、警察部門 284,443 人及び消防部門
159,171 人を上回る人数である。
図１．１ 地方公務員の部門別職員数
出所：平成２６年地方公共団体定員管理調査（2014 年 4 月 1 日現在）を
一部修正。
続いて、表１．３では、地方公営企業の職員数の推移を示している。
2013 年度末における地方公営企業に従事する職員数は、34 万 5,832 人
であり、地方公営企業全体としては長期的な減少傾向が続いている。事
業別にみると、病院事業が 22 万 1,774 人で最も多く、次に水道事業の
































1970 1980 1990 2000 2010 2013
2013
構成比（％）
水道 65,007 76,084 70,902 66,538 50,023 47,108 13.6
上水道 62,084 72,763 67,961 63,541 48,142 45,376 13.1
簡易水道 2,923 3,321 3,018 2,997 1,881 1,732 0.5
工業用水道 2,951 3,360 2,997 2,567 1,775 1,693 0.5
交通 62,542 54,029 47,632 39,945 27,978 26,741 7.7
電気 2,756 2,705 2,681 2,617 1,811 1,793 0.5
ガス 1,748 2,013 2,032 2,224 1,133 1,048 0.3
病院 107,982 161,003 198,349 233,273 218,654 221,774 64.1
下水道 15,923 31,805 37,777 42,601 31,044 28,860 8.3
港湾整備 3,410 2,107 1,183 917 598 556 0.2
市場 2,190 2,974 2,927 2,541 1,815 1,650 0.5
と畜場 1,556 1,533 941 638 462 438 0.1
観光施設 5,950 5,607 4,491 3,528 1,168 985 0.3
宅地造成 4,703 4,889 4,942 4,122 2,104 1,680 0.5
有料道路 - 349 125 15 3 3 0.0
駐車場 - 297 109 124 61 76 0.0
介護サービス - - - 15,934 12,028 11,168 3.2
その他 2,427 1,714 1,185 472 368 259 0.1
















































































































水道事業 1 億 2,563 万人 99.40%
工業用水道事業 45 億 91 百万 m 3 99.90%
交通事業（鉄道） 227 億 24 百万人 13.20%
交通事業（バス） 44 億 76 百万人 21.40%
電気事業 9,182 億 36 百万 kWh 0.90%
ガス事業 1 兆 4,769 億 MJ 2.60%
病院事業 1,593 千床 12.90%
下水道事業 1 億 890 万人 91.30%




























































































記帳方式 単式簿記 複式簿記 複式簿記

































































































事 業 事業法 監督官庁 参入規制
料金（運
賃）規制
水道事業 水道法 厚生労働省 認可 届出
工 業 用 水 道
事業
工 業 用 水 道 事
業法
経済産業省 届出 届出
軌道事業 軌道法 国土交通省 特許
認可・届
出





鉄道事業 鉄道事業法 ※ 国土交通省 許可
認 可 ・届
出
電気事業 電気事業法 経済産業省 許可 認可































































































90.1％、交通事業で 94.1％、病院事業で 75.0％、下水道事業で 97.7％、










































































































































































































































































































































































































































































































































である Vickers and Yarrow (1988)、 Vickers and Yarrow(1988)、























































































































































































格差なくどこでも利用可能であること（ availability）」という 3 つを
挙げている。あるサービスがユニバーサルサービスであるべきなのは、
そのサービスが国民の文化的生活にとって不可欠であるからで、そのた























は、2014 年 4 月 1 日現在において、最高の夕張市で 6,841 円、最低の富










































































































































































































































































仕組みを導入することの問題点は、Holmstrom and Milgrom (1991)によ



























































































































































































































































わが国 の水 道事 業 を対象 とし た定 量 分析の 先行 研究 で 多くみ られ る
のは、水道事業体単位での効率性・生産性分析である。たとえば、Aida
et al.（ 1998）は、DEA により関東地方の水道事業体の経営効率性につ


































水道事 業にと って 重要な 要素と なる 水源や 補助金 など が与え る水道 事
業への影響については、本稿では対象外とする。
主成分分析は、サンプルの総合的特性を抽出する手法の一つであり、















































































ある 2008 年度のデータに加えて、 1990 年度、 2000 年度のデータをプ
ールド・データつまり、各都道府県の各年度のデータはそれぞれ独立で
あると仮定して使用する。












































































普及率 高度浄水率 負荷率 有効率 自己資本比率 原価回収率
普及率 1 0.0440 0.1752 0.2145 0.2843 -0.0231
高度浄水率 0.0440 1 0.1851 0.4209 0.1472 -0.1875
負荷率 0.1752 0.1851 1 0.3326 0.5348 0.2171
有効率 0.2145 0.4209 0.3326 1 0.5146 -0.1113
自己資本比率 0.2843 0.1472 0.5348 0.5146 1 0.1880



















4 0 詳細については、田中・脇本（ 1983）を参照のこと。
普及率 高度浄水率 負荷率 有効率 自己資本比率 原価回収率
平 均 96.4 15.3 82.0 89.7 52.1 96.9
標準偏差 3.32 17.09 4.05 3.52 10.64 5.40
分 散 0.11 2.92 0.16 0.12 1.13 0.29
最 小 79.1 0.0 61.3 78.8 25.1 82.7










主成分１ 主成分２ 主成分３ 主成分４ 主成分５ 主成分６
固有値 2.2220 1.3200 0.9364 0.6224 0.5511 0.3481
寄与率 37.03% 22.00% 15.61% 10.37% 9.19% 5.80%











































































































































































































-2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0
主成分１ 主成分２ 主成分１ 主成分２
1990 -1.23974 -0.40636 1.13925 1.01596
2000 0.10012 -0.15497 1.12032 1.19135


























る 1990 年度、 2000 年度、 2008 年度の間でバラつきに差があるかにつ
いて、正規性の仮定に依存しない、等分散性に関する Levene の検定を
行った。この結果、第１主成分の検定統計量は 0.012、有意確率は 0.989
である、第２主成分の検定統計量は 0.438、有意確率は 0.646 であった。
























今後 の水道 事業 のあり 方につ いて の具体 的な政 策的 含意を 導くた め
には、都道府県の財政状況や地理的条件など外生的要因との因果関係も
把握する必要がある。このため、他の多変量解析の手法などにより、さ






















を踏まえ、 DEA を用いて実証分析を試みる。最後に第 5 節で、まとめ
と今後の課題について述べることとする。
第 2 節 水道事業の特性
本節では、わが国水道事業の産業特性について簡単に整理した後、効
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飲用し た場合 に健 康に悪 影響が 生じ る可能 性が指 摘さ れてい るアス ベ
スト管や鉛管の解消の取り組みがなされているが、事業体によってその
進捗に差が生じている。また、近年、微量有害化学物質やクリプトスポ















































水道事業全体の固定資産比率は 2007 年度において 91.4％と極めて高い
数値である。一方で、水質や給水安定性などのサービス品質は、水道資












































































































たるまで多くの研究がある。 Byrnes, Grosskopf and Hayes (1986)は、
アメリカの水道事業を対象として、公営企業と民営企業の効率性比較を
行い、有意な差はないという結論を導いている。 Lambert ,Dichev and
Raff iee (1993)も同様に、アメリカを対象として、公営企業と民営企業
の効率性比較を行い、技術的効率性については、公営企業のほうが効率
的であ るが、 規模 の効率 性につ いて は、有 意な差 がな いとし ている 。
Cubbin and Tzanidakis (1998)は、イギリスを対象として、回帰分析と
DEA による効率性計測の手法の比較を目的とした分析を行い、回帰分
析、 DEA ともに比較効率性分析の手法として有効だが、比較対象の数
が 少 な い と 不 正 な 操 作 が な さ れ る 恐 れ が あ る と 結 論 付 け て い る 。
Anwandter and Ozuna (2002) は、メキシコの上下水道を対象として、
メキシ コ政府 が行 った水 道事業 につ いての 制度改 革の 影響に ついて 分
析し、水道事業についての国から地方公共団体への経営主体の移行およ
び独立規制機関の設置が効率化に影響を与えていなかったとしている。






術的効率性よりも大きく影響するとしている。Erbetta and Cave（ 2006）
は、イングランドおよびウェールズの上下水道事業を対象として、DEA
と確率的フロンティア分析を組み合わせて、プライスキャップ規制の影
響 に つ い て 計 測 し 、 効 率 性 が 上 昇 し て い る と の 結 論 を 導 い て い る 。





Aida, Cooper,Paster,and Sueyoshi（ 1998）、中山（ 2000）、高田・茂野
（ 2001）、中山（ 2002a）、中山（ 2002b）、原田（ 2004）、中山（ 2008）
などがある。







































分布に 関する 仮定 が必要 ないこ とや 複数の 投入要 素と 産出要 素を同 時
に考慮 して効 率性 を明示 的に導 出で きると いった 方法 論上の メリッ ト
が存在する。他方で、データのノイズを明示できないというデメリット
を有している。
DEA を 大 別 す る と 、 規 模 に 関 し て 収 穫 一 定 の モ デ ル で あ る
CRS(constant returns to scale)と規模に関して収穫可変なモデルであ





業体があり、そのうち 番݆目の事業体が ݉個の投入項目と ݏ個の産出項目を選
択するとす る。この とき、事業 体 に݆おける投入デー タを ݔଵ௝,ݔଶ௝,⋯ ,ݔ௠ ௝、産
出データを ݕଵ௝,ݕଶ௝,⋯ ,ݕ௦௝とする。各事業体の生産活動に関するデータを縦に
並べて行列を作成し、投入データ行列Ｘと算出データ行列Ｙとする。それ






























ここで、ＤＥＡによる効率値 ߠは、投入要素につける重みを ݒ௜(݅= 1,2, … ,݉ )、







目的関数 ܯ ܽݔߠ= ݑଵݕଵ௝+ ݑଶݕଶ௝+⋯+ ݑ௦ݕ௦௝
ݒଵݔଵ௝+ ݒଶݔଶ௝+⋯+ ݒ௠ ݔ௠ ௝ （ 4.1）
制約式
ݑଵݕଵ௝+ ݑଶݕଶ௝+⋯+ ݑ௦ݕ௦௝
ݒଵݔଵ௝+ ݒଶݔଶ௝+⋯+ ݒ௠ ݔ௠ ௝≤ 1 (݆= 1,2, … , )݊ （ 4.2）
ݒଵ,ݒଶ, … ,ݒ௠ ≥ 0,ݑଵ,ݑଶ, … ,ݑ௦≥ 0
この式は、その制約式で、仮想的に考えられた総投入値と総産出値の比を
すべての事業体の生産活動において１以下に抑えるようにモデル化したも





目的関数 ܯ ܽݔߠ= ݑଵݕଵ௝+ ݑଶݕଶ௝+⋯+ ݑ௦ݕ௦௝ （ 4.3）
制約式 ݒଵݔଵ௝+ ݒଶݔଶ௝+⋯+ ݒ௠ ݔ௠ ௝ = 1
ݑଵݕଵ௝+ ݑଶݕଶ௝+⋯+ ݑ௦ݕ௦௝≤ ݒଵݔଵ௝+ ݒଶݔଶ௞ +⋯+ ݒ௠ ݔ௠ ௝ (݆= 1,2, … , )݊
ݒଵ,ݒଶ, … ,ݒ௠ ≥ 0,ݑଵ,ݑଶ, … ,ݑ௦≥ 0
すなわち、
目的関数 ܯ ܽݔ෍ ݑ௥ݕ௥௝
௦
௥ୀଵ










ݒ௜≥ 0 (݅= 1,2, … ,݉ ),ݑ௥ ≥ 0 (ݎ= 1,2, … ,ݏ)
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であり、この双対問題は、
目的関数 ܯ ݅݊ ߠ
制約式 − ෍ ݔ௜௝ߣ௝+௡
௝ୀଵ




≥ ݕ௥௝ (ݎ= 1,2, … ,ݏ)




௝ୀଵ = 1を加えると、次式のとおり収穫可変である VRS 投入指向型
モデルとなる 5 2。
目的関数 ܯ ݅݊ ߠ
制約式 − ෍ ݔ௜௝ߣ௝+௡
௝ୀଵ









ߣ௝≥ 0 (݆= 1,2, … , )݊
4.2 分析対象の範囲
第 2 節で述べたとおり、水道事業は、外部環境要素および品質要素が



















イギリ スの上 下水 道事業 を対象 に費 用関数 を使っ て生 産性を 分析し た
Saal and Parker (2000,2001)のように、公的機関が評価した複数項目














として採用した先行研究としては、前述の Tupper and Resende (2004)、
Picazo-Tadeo et al. (2008)のほか、イタリアの水道事業を対象としてト
ラ ン ス ロ グ 型 費 用 関 数 を 推 定 し て 分 析 を 行 っ た Antoniol i and
Fil lipini(2001）がある。
以上から、表４．１のとおり、有収水量のみの 1 出力、有収水量およ
び品質指標である有収率の 2 出力の 2 つのケースごとに、2 つの分類方
法において、合わせて 4 つのケースで計測を行い、比較を行う 5 8。
表４.１：モデルの条件
分類 産出変数
ケース 1 給水人口 有収水量
ケース 2 給水人口 有収水量、有収率
ケース 3 需要者密度 有収水量
ケース 4 需要者密度 有収水量、有収率


























































変数 平均 標準偏差 最小値 最大値
投
入
人件費（千円） 445,469 2,490,002 6,224 75,448,947





10,577 49,503 74 1,529,784
有収率（％） 86.1 73.1 49.0 100
４．６ 測定結果
算出結果は、表４.３、４.４のとおりである。
給水人口別に階層化したケース 1 とケース 2 を見てのとおり、給水人
口の多いグループほど平均効率値が高く、全体としては、規模の経済性
が生じていることがわかる 6 0。このことについては、同様にわが国の水








ることが知られているが、ケース 1 とケース 2 の数値の差をそれぞれ比
較すると、有収率を加えた場合においても、各グループ間の効率値の傾










都県及び 30万人 30万人- 15万人- 10万人- 5万人- 3万人- 1.5万人
指定都市 以上 15万人 10万人 5万人 3万人 1.5万人 未満
事業体数 21 47 74 86 225 213 289 370 1325
ケース1 0.799 0.643 0.507 0.456 0.354 0.343 0.354 0.386 0.394
ケース2 0.817 0.717 0.542 0.492 0.403 0.388 0.384 0.4 0.427
（ケース1）-
（ケース2）














事業体数 31 46 128 746 374
ケース 3 0.524 0.476 0.445 0.403 0.337
ケース 4 0.589 0.548 0.507 0.437 0.350
（ケース 4） -
（ケース 3）









る Kruskal-Wall is の順位和検定を採用する。ここで、帰無仮説Ｈ 0 は、
全グループの効率値の分布がすべて同一であることである。ケース 1 を
例にとると、検定統計量Ｈは 223.007 であり、自由度ｄｋが 7 のときの
右片側確率 5％におけるχ 2 分布の値 14.067、右片側確率 5％におけるχ
2 分布の値 18.475 を大きく上回ることから、帰無仮説は棄却される。同





































































































水道事業、 101 人以上 5000 人以下を簡易水道事業と規定されている。













































て、高田・茂野（ 2001）、 Urakami and Parker(2011)、中村 (2013) 、










中村 (2013)は、 DEA により、 2001 年度から 2010 年度までのマルム
キスト生産性指数を県単位の集計データで測定している。計測の結果、
技術的効率性を上昇させたが、生産フロンティアが後退したことによっ
て生産性の変化は見られず、2010 年度時点での生産性は 2001 年度の水
準と同程度にとどまっていることを示した。














































年 度 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 2 0 0 4 2 0 0 5 2 0 0 6
供 給 単 価 （ 円 ／ m 3） 1 5 1 . 9 7 1 5 3 . 3 3 1 5 4 . 3 1 1 5 3 . 6 6 1 5 3 . 6 2 1 5 3 . 0 8 1 5 2 . 9 6
現 在 給 水 人 口
（ 千 人 ）
1 2 2 , 2 3
7
1 2 2 , 7 0
3
1 2 3 , 1 2
9
1 2 3 , 4 7
4
1 2 3 , 8 3
4
1 2 4 , 0 8
6
1 2 4 , 3 6
8
普 及 率 （ ％ ） 8 8 . 8 8 9 . 0 8 9 . 3 8 9 . 2 8 9 . 6 9 0 . 0 9 0 . 4
年 間 総 有 収 水 量 （ 末
端 給 水 ）（ 百 万 m 3）
1 4 , 9 9 9 1 4 , 8 6 2 1 4 , 7 3 5 1 4 , 5 7 7 1 4 , 6 6 7 1 4 , 6 2 7 1 4 , 5 11
導 送 配 水 管 延 長
（ km）
6 5 9 , 1 7
8
6 6 9 , 4 3
9
6 8 1 , 3 5
4
6 9 8 , 0 4
9
6 9 5 , 8 6
1
7 0 3 , 5 2
7
7 11 , 1 5
5
配 水 管 使 用 効 率
（ 千 m 3／ km）
3 6 . 5 1 3 5 . 9 4 3 4 . 9 7 3 3 . 8 2 3 4 . 0 9 3 3 . 5 2 3 2 . 8 7
職 員 数 （ 人 ） 6 6 , 5 8 8 6 5 , 2 8 3 6 3 , 8 0 9 6 2 , 1 3 5 6 0 , 5 8 8 5 8 , 7 3 3 5 7 , 1 3 0
自己資本構成比率（％） 5 3 . 4 5 4 . 4 5 5 . 7 5 7 . 0 5 8 . 3 5 9 . 7 6 1 . 1
年 度 2 0 0 7 2 0 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 2 0 11 2 0 1 2
供 給 単 価 （ 円 ／ m 3） 1 5 2 . 5 7 1 5 1 . 9 7 1 5 1 . 3 1 1 5 0 . 9 2 1 4 9 . 4 2 1 4 9 . 4 0
現 在 給 水 人 口
（ 千 人 ）
1 2 4 , 6 3
1
1 2 4 , 8 2
4
1 2 4 , 9 2
9
1 2 4 , 9 3
9
1 2 4 , 7 7
4
1 2 4 , 5 9
3
普 及 率 （ ％ ） 9 0 . 7 9 1 . 1 9 1 . 7 9 1 . 8 9 2 . 0 9 2 . 2
年 間 総 有 収 水 量 （ 末
端 給 水 ）（ 百 万 m 3）
1 4 , 4 9 2 1 4 , 2 4 8 1 4 , 0 9 0 1 4 , 1 7 9 1 3 , 8 8 8 1 3 , 8 3 8
導 送 配 水 管 延 長
（ km）
7 1 8 , 4 0
5
7 2 4 , 7 3
6
7 3 2 , 3 6
4
7 3 8 , 9 1
9
7 4 2 , 5 5
4
7 5 0 , 2 3
7
配 水 管 使 用 効 率
（ 千 m 3／ km）
3 2 . 4 9 3 1 . 6 7 3 0 . 9 7 3 0 . 7 2 3 0 . 1 8 2 9 . 6 9
職 員 数 （ 人 ） 5 5 , 1 0 9 5 3 , 2 7 5 5 1 , 6 5 5 5 0 , 0 2 3 4 9 , 1 0 5 4 8 , 0 3 0

















能な直 近まで のデ ータを 用いる 。具 体的に は、地 方公 営企業 年鑑か ら
2000 年、 2004 年、 2008 年、 2012 年の 4 期間のデータを使用する。
地方公営企業年鑑における水道事業体数は、この観測期間中、 2023
から 1,350 まで減少している。自治体の合併に関する情報は総務省が公





















































ず、合併事業体の違いを検出するため、2000 年度から 2012 年度までの
期間に合併した事業体について１、それ以外の事業体について０をとる
ダミー変数を組み込むことが考えられる。次に、合併前には効率化が進







道管を 整備し てい ない山 林など を含 む面積 を入れ るこ とは合 理的と は
いえない。また、給水区域面積をいれることも考えられるが、行政区域
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給 水 原 価
（ 円 ）
給 水 人 口
（ 千 人 ）
有 収 密 度
（ ｍ ３ /千 ｋ
ｍ ）
施 設 利 用
率
（ ％ ）
資 本 費 比
率
（ ％ ）








平 均 203.92 99,726 36.73 62.70 57.31 7.32
最 小 85.90 13,717 3.94 36.28 75.03 6.84
最 大 808.55 503,466 87.95 82.10 33.11 28.57
標 準
偏 差
94.63 100,555 16.78 10.00 7.60 4.17
標 本 の
大 き さ







平 均 183.24 38,036 41.18 58.72 54.58 7.49
最 小 66.24 1,600 6.61 13.00 74.63 5.63
最 大 434.15 242,273 106.50 89.50 9.73 22.98
標 準
偏 差
62.23 45,151 19.92 13.56 9.96 4.96
標 本 の
大 き さ
172 172 172 172 172 172
全
体
平 均 193.46 68,518 38.98 60.69 55.93 7.40
最 小 66.24 1,600 3.94 13.00 75.03 6.47
最 大 80.45 83,448 106.50 12.08 9.73 28.57
標 準
偏 差
808.55 503,466 18.54 89.50 8.97 4.58
標 本 の
大 き さ
340 340 340 340 340 340
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表５．３ 供給単価の推移




2000 205.21 85.90 616.13 93.75 42
2004 211.62 87.99 808.55 114.76 42
2008 202.43 96.28 654.67 93.34 42
2012 196.42 106.53 533.38 75.38 42
非合併
2000 180.42 66.24 346.74 60.86 43
2004 183.00 68.07 350.01 57.49 43
2008 183.82 70.76 421.27 64.36 43
2012 185.69 74.23 434.15 67.82 43
全体
2000 192.67 66.24 616.13 79.36 85
2004 197.14 68.07 808.55 91.03 85
2008 193.02 70.76 654.67 80.07 85




୧ܻ୲= α଴+ αଵ݈݊ ݌݋݌௜௧+ αଶ݈݊ ݌݋݌௜௧




給水原価であり、説明変数 ݈݊ ݌݋݌は人口、 ݈݊ ݌݋݌ଶは人口の二乗、 ݈݊ ݀݁݊ は有



















































































重要と 考えら れる 観察さ れない 異質 性に注 目した 実証 分析を 行った 点









自由度修正済決定係数 0.511 0.327 0.916



























































黒字 赤字 計 黒字 赤字 計
民営 0 10 10 民営 2 6 8
公営 - - - 公営 - - -
計 0 10 10 計 2 6 8
民営 0 6 6 民営 3 10 13
公営 - - - 公営 - - -
計 0 6 6 計 3 10 13
民営 1 11 12 民営 1 5 6
公営 0 3 3 公営 - - -
計 1 14 15 計 1 5 6
民営 0 11 11 民営 6 3 9
公営 - - - 公営 1 5 6
計 0 11 11 計 7 8 15
民営 1 3 4 民営 0 4 4
公営 - - - 公営 0 1 1
計 1 3 4 計 0 5 5
民営 1 8 9 民営 6 14 20
公営 - - - 公営 0 1 1
計 1 8 9 計 6 15 21
民営 （15）16 （３）3 （１８）19 民営 0 10 10
公営 - - - 公営 0 1 1
計 （15）16 （３）3 （１８）19 計 0 11 11
民営 （14）17 （2）3 （１８）20 民営 3 17 20
公営 - - - 公営 0 4 4
計 （14）17 （2）3 （１８）20 計 3 21 24
民営 （11）14 （1）1 （12）15 民営 0 11 11
公営 1 2 3 公営 0 2 2
計 （12）15 （3）3 （15）18 計 0 13 13
民営 1 13 14 民営 0 4 4
公営 - - - 公営 - - -
計 1 13 14 計 0 4 4
民営 0 8 8 民営 (65)72 (160)161 (225)233
公営 0 1 1 公営 2 20 22

















































































































く存在する 6 4。例えば、千葉（ 1986）、河村（ 1993）、浦上（ 2003）、柿













ここで、 Coell i , Rao, O’Donnell and Battese (2005)に基づき、確率
的フロンティア分析による推定手法を概説する。まず、最も単純な生産
関数を推定する場合、生産フロンティアは次のように表現できる。
lnݍ௜= ܠ′௜હ− ݑ௜ (݅= 1,2, … ,ܰ) （ 6.1）
ここで、 N は事業者の数、 ݍ௜はｉ番目の企業の産出量を表し、 ܠ௜は投入
物の自然対数のＫ×１ベクトルであり、 ܠ′௜はその転置ベクトル（１×Ｋ
ベクトル）を表している。また હは未知の係数ベクトル（１×Ｋベクト
ル）であり、 ݑ௜は企業 i の技術的非効率性に関する非負のランダム変数
である（以下、非効率項という）。さらに、Aigner, Lovell , and Schmidt
(1977)は、（ 6.1）式に統計的なノイズである対称的な誤差項 ݒ௜を加える
64 費用関数の推定と同様、費用効率性を計測する手法であるＤＥＡを用




lnݍ௜= ܠ′࢏હ+ ݒ௜− ݑ௜ （ 6.2）
ここで具体的な関数型としてコブ・ダグラス型の確率的フロンティア
モデルは次の形式をとる。
lnݍ௜= ߚ௜+ ܠ′࢏઺+ ݒ௜− ݑ௜ （ 6.3）
すなわち、
ݍ௜= exp(ߚ௜+ ܠ′࢏઺+ ݒ௜− ݑ௜) （ 6.4）
あるいは
ݍ௜= exp(ߚ௜+ ܠ′࢏઺) × exp(ݒ௜) × exp(−ݑ௜) （ 6.5）
と表現できる。ここで、フロンティアモデルの決定的要素は規模に対し
て収穫逓減を仮定している。観察不可能である非効率性のみを除いたフ


















ܧ(ݒ௜) = 0 （ 6.7）
ܧ(ݒ୧ଶ ) = σ௩ଶ （ 6.8）




ܧ൫ݑ௜ݑ௝൯= 0 （ 6.11）
を仮定する。すなわち、誤差項 ݒ௜は（ 6.1）式の線形回帰モデルの誤差項
と同じ仮定であり、非効率項 ݑ௜は誤差項と同じ特性を持つ。




（ 6.13）は、 ݑ௜が規模係数 σ௨ଶである独立かつ同一の半正規分布のランダ
ム変数であることを意味している。つまり、各 ݑ௜の確率密度関数は、平
均値 ０ か つ分 散 が ߪ௨
ଶであ る 正 規分 布 形 状の ラ ン ダム 変 数 の切 断 分 布で
あることを意味する。
ݒ௜~iidܰ(0, σ௩ଶ) （ 6.12）
ݑ௜~iidܰା(0, σ௨ଶ) （ 6.13）
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このときの対数尤度関数は、Aigner, Lovell , and Schmidt (1977)によ
れば、













となる。ここで、 ݕは生産量の対数ベクトル、 ε௜≡ ݒ௜− ݑ௜ = lnݍ௜− ܠ′ ઺ܑは合
成誤差項、Φ(∙)は標準正規分布の累積分布関数である。また表現の簡単





ඥ2ߨσ∗ଶexp {− 12σ∗ଶ (ݑ௜− ݑ௜∗)ଶ} Φቆݑ௜∗σ∗ቇ൘  (6.15)
ここで、ݑ௜
































= lnܥ௜௧∗ = ߙ+ ߚ௒ln ௜ܻ௧+ ߚ௄ ln ௪ ಼೔೟௪ ೀ೔೟ + ߚ௅ln ௪ಽ೔೟௪ ೀ೔೟+ 12൥ߚ௒௒(ln ௜ܻ௧)ଶ + ߚ௄௄ ቆlnݓ௄೔೟ݓை೔೟ቇଶ + ߚ௅௅ቆln ݓ௅೔೟ݓை೔೟ቇଶ൩
+ ߚ௒௄ ln ௜ܻ௧lnݓ௄೔೟ݓை೔೟+ߚ௒௅ln ௜ܻ௧ln ݓ௅೔೟ݓை೔೟ + ߚ௄௅lnݓ௄೔೟ݓை೔೟ ln ݓ௅೔೟ݓை೔೟
65 トランスログ型関数の凹性は次のヘッセ行列の行列式が半負値定符号
であれば保証される。 ܪ = ฬడమ்஼
డ௪ ೔డ௪ ೕ




+ݒ௜௧+ ݑ௜ （ 6.17）
݅= 1,2, … ,ܰ及び ݐ= 1,2, … ,ܶ
ここで ߙは定数項、 ߚ は推定すべき係数、 ݓは各生産要素価格、 i は事
業体を表しており、 t で年度を表している。また、確率的フロンティア






























= lnܥ௜௧∗ = ߙ+ ߚ௒ln ௜ܻ௧+ ߚ௄ ln ௪ ಼೔೟௪ ೀ೔೟ + ߚ௅ln ௪ಽ೔೟௪ ೀ೔೟+ 12൥ߚ௒௒(ln ௜ܻ௧)ଶ + ߚ௄௄ ቆlnݓ௄೔೟ݓை೔೟ቇଶ + ߚ௅௅ቆln ݓ௅೔೟ݓை೔೟ቇଶ൩
+ ߚ௒௄ ln ௜ܻ௧lnݓ௄೔೟ݓை೔೟+ߚ௒௅ln ௜ܻ௧݈ ݊ݓ௅೔೟ݓை೔೟ + ߚ௄௅lnݓ௄೔೟ݓை೔೟ ln ݓ௅೔೟ݓை೔೟ + ߛݖ௜௧+ݒ௜௧+ ݑ௜ （ 6.18）
݅= 1,2, … ,ܰ及び ݐ= 1,2, … ,ܶ









い て モ デ ル の 推 定 を 行 う 。 Kumbhakar and Lovell (2000) に 従 っ て 、
（ 6.18）式のパラメータを推定する尤度関数を特定する。まず、表記の
簡略化のために事業体を表す下付きの i を省略すると、誤差項ベクトル
ܞ= (ݒଵ, … . ,ݒ்)結合密度関数は次式になる。
68 過少定式化については、 Wooldridge (2010)を参照。
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(݂ܞ) = 1(2π)் ଶ⁄ σ௩் ∙ expቊ−ܞᇱܞ2σ௩ଶ ቋ (6.19)
さらに、非効率項 u は誤差項ベクトル ܞと独立であると仮定すると u
と v の結合密度関数は次式として得られる。
(݂ݑ,ܞ) = 2(2π)(்ାଵ) ଶ⁄ σ௨σ௩் ∙ expቊ− ݑଶ2σ௨ଶ − ܞᇱܞ2σ௩ଶቋ (6.20)
(6.20) 式 を 用 い て 非 効 率 項 u と 誤 差 項 ベ ク ト ル ઽ= (εଵ, … , ε்)′ =(ݒଵ− ݑ, … ,ݒ் − ݑ)′の結合密度関数は


















(݂ઽ) = න (݂ݑ,ઽ)݀ݑஶ
଴
= 2[1 − Φ(−μ∗ σ∗⁄ )](2π)் ଶ⁄ σ୴்ିଵ(σ୴ଶ + ܶσ୳ଶ)ଵ ଶ⁄ ∙ expቊ− ઽઽ′2σ௩ଶ + μ∗ଶ2σ∗ଶቋ (6.22)
となる。
このように、誤差項ベクトル ઽについての周辺密度関数が得られると
N 個の企業に関する対数尤度関数が得られる。再び各事業体 i を下付き
の添字で表すと、対数尤度関数 lnܮは、
lnܮ= 定数項 − ܰ(ܶ− 1)2 lnσ௩ଶ− ܰ2 ln(σ௩ଶ + ܶσ௨ଶ)














Kumbhakar and Lovell(2000)に従えば、誤差項ベクトル ઽを条件とする
u の密度関数 (݂ݑ|ઽ)は、
(݂ݑ|ઽ) = (݂ݑ,ઽ)(݂ઽ) = 1(2ߨ)ଵ ଶ⁄ σ∗[1 − Φ(−μ∗ σ∗⁄ )] ∙ expቊ− (μ − μ∗)ଶ2σ∗ଶ ቋ (6.24)
となり、 u の条件付き期待値は












いている。以上から、最終的なデータセットは、 27 事業体、 2001 年か
































単位 平均 標準偏差 最小 最大
TC 総費用 千円 8,215,936 10,596,267 265,280 45,863,693
L 労働価格 千円 6,568 1,643 1,964 10,074
K 資本価格 千円 65.843 19.813 26.148 149.092
O その他価格 千円 19.06 7.33 7.71 43.22
Y 定員走行キロ ｋｍ/年 788,000 870,554 39,093 3,713,700
control 乗車密度 人/ｋｍ 9.79 3.72 0.50 19.80
speed 平均時速 ｋｍ/時 16.3 3.3 10.5 28.0














71 費用関数の推定には、パッケージソフト Limdep9.0 を用いている。
係数 推定値 ｔ値 推定値 ｔ値 推定値 ｔ値
α -0.093 *** -4.148 -0.379 *** -10.972 -0.324 *** -9.476
βY 0.807 *** 74.840 0.670 *** 21.461 0.716 *** 19.981
βL 0.250 *** 12.889 0.220 *** 23.808 0.228 *** 17.842
βK 0.059 *** 3.522 0.067 *** 9.023 0.058 *** 6.369
βYY 0.049 ** 2.333 0.031 1.073 0.058 * 1.872
βLL 0.051 * 1.935 0.108 *** 13.564 0.106 *** 11.444
βKK -0.099 *** -3.346 0.039 ** 2.490 0.039 ** 2.356
βYL 0.013 0.605 0.021 ** 2.467 0.023 ** 2.218
βYK 0.013 0.686 0.008 1.076 -0.002 -0.208
βLK 0.044 * 1.736 -0.062 *** -4.990 -0.056 *** -3.814
γcontrol 0.055 *** 4.118 0.054 *** 3.204
γspeed -0.019 * -1.811
γfloor 0.015 ** 2.273












































































































民営バスとの比較分析も求められるであろう。第 2 章で取り上げた Hart


















ロンドンの域内バス 7 5は、 Transport for London (2013)によれば、










域別に分割し、さらにこの子会社を 1994 年までに民営化した 7 7。また、
1985 年当初から部分的にバス運行業務の入札が開始され、ＬＴの子会
社と新規民間会社の間で、市場へバス運行サービスを供給する競争が生
75 路線バス（route bus）と域内バス（local bus）という呼び方がある。
本稿では、都市間の高速路線バスが分析の対象外であることを明確にす
るため、域内バスに統一している。
76 これは、東京都内における乗合バスの 2010 年度の一日平均利用者数約
204 万人を大きく上回り、相対的に交通分担率は高い。











べ て の 運 行 費 用 が 賄 え な い た め 、 Ｔ ｆ Ｌ の 上 位 組 織 で あ る Greater
London Authority か ら 補 助 金 を 受 け て い る 。 Department for
transport(2013)によれば、2011/12 年期のロンドンの域内バスの運賃収
入は年間 1,117 百万ポンド、地方自治体からの補助額は 519 百万ポンド、
中央政府からの補助額は 111 百万ポンドとなっている。図７．１はロン



































示した入札者と契約することが原則とされている 8 0 。
こ の 入 札 制 度 は 、 メ カ ニ ズ ム ・ デ ザ イ ン の 一 分 野 で あ る 入 札 理 論
（ auction theory ） に お い て 注 目 さ れ て い る 「 組 み 合 わ せ 入 札
(combinatorial auction)」を政策的に取り入れている。なお、発注者が








ている 2003 年から 2013 年の入札結果では、路線単位で 1099 件の入札
案件のうち、組み合わせ入札による落札件数は 695 件と全体の 64％に
及んでいる。たとえば、2013 年 5 月 13 日に入札が行われた 601 系統お
よび 602 系統の個別の最低入札額は、それぞれ年間 327,440 ポンド、年
間 151,500 ポンドであり、2 路線で合計 478,940 ポンドであった。Stage







80 value の訳語は定まっていないが、本稿では、横尾（ 2006）に倣い
「評価値」と呼ぶ。
















































































一方で、市場における競争（ competit ion in market）の代替策とし






























対象とした実証分析である Amaral , Saussier and Yvrande-Bil lon (2013)














































































ことが 見込ま れる 路線の ために 小型 バスを 多数用 意す ること が考え ら
れる。
ロンドンにおける域 内バスの入札市場の実証分析を行った Glaister and
Beesley (1991)は、共通価値モデルを仮定している。すべての入札者は、
入札案件にかかる費用が事後、すなわち入札後に同額となるが、事前に
































勝 者 の 災 い 効 果 は 、 上 述 し た 競 争 効 果 と 相 反 す る 効 果 で あ る が 、
Amaral, Saussier and Yvrande-Bil lon (2013)は、競争者数が増加する
に伴い価格が低減する、つまり、競争効果が勝者の災い効果を上回るこ




































いて、 Cantil lon and Pesendorfer(2006a)に基づき、簡単な例を用いて
説明する。まず、入札に参加する任意の企業 は݅、サービス供給に必要





π୧൫c୧൯= max௕೔∈ℝ൫ܾ ௜− ܿ௜൯ܨ൫ܾ ௜൯ （ 7.1）












入札者Ｃの費用を（ cଵ஼, ଶܿ஼, ଵܿଶ஼ ）で表し、次のように特定化する。
ܿଵଶ


















的入札 者Ｃの 視点 からは 、競争 相手 におけ るのう ち最 安の入 札額は 、
൫ܾ ଵ






























































































































制度を 標準化 する ことは 事業者 の参 入意欲 の向上 や費 用シナ ジー効 果
の向上につながると考える。第三に、参入障壁となりうるサンクコスト
をでき るだけ 軽減 する垂 直的ア ンバ ンドリ ング施 策が 競争促 進の上 で
有効であると考える。コミュニティバスにおいては、すでに車両やバス
停を公的主体が所有・管理することが一般的に行われているが、さらに




























共団体の数は 1,766 団体であり、職員数は 34 万 5,832 人にのぼる。わ
が国における産業に占める地方公営企業の割合を確認すると、水道事業













































































































































































































































































































































































Aida,K., W.Cooper, J.T.Paster, and T.Sueyoshi（ 1998）： ‘Evaluating
Water Supply Services in Japan with RAM: a Range-adjusted
Measure of Ineff ic iency’ , omega, vol.26（ 2） , pp.207-232.
Aigner, D. J. , Lovell , C. A. K. , and P. Schmidt (1977) ：‘ Formulation
and Estimation of Stochastic Frontier Production Function
Models, ’ Journal of Econometrics , 6, pp.21-37.
Amaral, M., S. Saussier S. , and A. Yvrande-Bil lon (2009)： ‘Auction
Procedures and Competit ion in Public Services : The Case of Urban
Transport in France and London’ , Uti l i ties Policy, vol .17, pp.
166-175.
Amaral, M., S. Saussier S., and A. Yvrande-Billon (2013)： ‘Expected
Number of Bidders and Winning Bids Evidence from the London
Bus Tendering Model ’ , Journal of Transport Economics and Policy ,
vol.47(1), pp.17–34.
Antoniol i , A.B, and M.Fill ipini（ 2001）： ‘The use of a variable cost
function in the regulation of the Ital ian water industry’ , Uti l it ies
Policy, vol.10, pp.181–187.
Armstrong, M., S.Cowan and J.Vickers (1994): Regulatory Reform:
Economic Analysis and Brit ish Experience , MIT Press
Armstrong, M. and D.E. Sappington（ 2005）: ‘Recent Developments in
the Theory of Regulation’ , Armstrong and Porter(eds), Handbook
of Industrial Organization, vol . III . Elsevier, ch.27.
Armstrong ,M. and D.E. Sappington (2006) : ‘Regulation, Competition
and Liberalization’ , Journal of Economic Literature, vol.44(2),
pp.325-356.
- 186 -
Banker, R.D, A. Charnes and W.W. Cooper (1984) ： ‘Some Models for
Estimating Technical and Scale Ineff ic iencies in Data
Envelopment Analysis ’ , Management Science, vol .30:
pp.1078-1092.
Battese, G. E. and T. J.Coell i (1995) ：‘ A Model for Technical
Ineff ic iency Effects in a Stochastic Frontier Production Function
for Panel Data, ’ Empirical Economics, 20, pp.325-332.
Beck, A. and M. Walter (2010) ： ‘Factors Affect ing Tender Prices in
Local Bus Transport: Evidence from Germany’ , Journal of
Transport Economics and Policy , vol .47. pp.265–278.
Besanko,D, D.Dranove, M.Shanley and S.Schaefer(2000) ：Economics
of Strategy(2nd. ed.) ,John Wiley & Sons Inc. , (奥村昭博・大林厚臣
監訳 (2002) 『戦略の経済学』、ダイヤモンド社 ) .
Bos, D.(1991): Privatization: A Theoretical Treatment , Clarendon
Press.
Buehler,R, P.John(2011) ： ‘Making public transport f inancial ly
sustainable ’ Transport Policy,Vol .18,No.1, pp.126-138.
Bulow, J. and P. Klemperer(1996) ： ‘Auctions versus Negotiations’ ,
American Economic Review, vol.86 (1) , pp.180–194.
Byrnes, P, Grosskopf, S, Hayes, K（ 1986）：‘ Ef fic iency and ownership:
further evidence ’ , Review of Economics and Statist ics , vol.668,
pp.337–341.
Canti l lon, E. and M. Pesendorfer (2006a) ： ‘Auctioning Bus Routes:
The London Bus Experience ’ , in Cramton, Shoham and Steinberg
(eds), Combinatorial Auctions , MIT Press, ch.22.
Canti l lon E. and M. Pesendorfer (2006b) ： ‘Combination Bidding in
Multi-Unit Auctions’ ,CEPR Discussion Papers , N°6083.
Caves, D. W., L. R. Christensen, and M. W. Tretheway (1984) ：
- 187 -
‘Economies of Density versus Economies of Scale: Why Trunk and
Local Service Airl ine Costs Differ ’ , The RAND Journal of
Economics, 15(4). pp.471-489.
Coell i , T. J. , D. S. P. Rao, C. J. O’ Donnell , and G. E. Battese (2005):
An Introduction to Effic iency and Productivity Analysis , 2nd ed.
Springer.
Cole, S（ 2005）： Applied Transport Economics : Policy, Management
and Decision Making, Kogan Page Publishers
Crémer, J. and R.P. McLean(1985) ： ‘Optimal Sell ing Strategies
under Uncertainty for a Discriminating Monopolist When
Demands Are Interdependent ’ , Econometrica, vol .53(2) , pp.345–
61.
Cubbin, J. and G. Tzanidakis (1998) ： ‘Regression Versus Data
Envelopment Analysis for Eff ic iency Measurement: An Application
to the England and Wales Regulated Water Industry’ , Uti l it ies
Policy, vol.7, pp.75-85.
Demsetz, H.(1968) ： ‘Why Regulate Util ities? ’ , Journal of Law and
Economics, vol.11(1): 55–65.
Garcia-Sanchez, I（ 2006）： ‘Eff ic iency measurement in Spanish local
government: the case of municipal water services ’ , Review of
Policy Research, vol.23 (2) , pp.355–371.
Glaister, S. , and M.E. Beesley (1991) ： ‘Bidding for tendered bus
routes in London’ , Transportation Planning and Technology , vol.15,
pp.349-366.
Greene, W. H. (1983) ： ‘Estimation of l imited dependent variable
models by ordinary least squares and the method of moments ’ ,
Journal of Econometrics, 21, pp.195-21.
Greene, W. H. (2005a) ：‘ Fixed and Random Effects in Stochastic
- 188 -
Frontier Models’ , Journal of Productivity Analysis, 23, pp.7–32.
Greene, W. H. (2005b) ：‘ Reconsidering Heterogeneity in Panel Data
Estimators of the Stochastic Frontier Model ’ , Journal of
Econometrics , 126, pp.269–303.
Hart , O. D., A. Shleifer, and R. W. Vishny (1997) ： ‘The Proper Scope
of Government: Theory and Application to Prisons ’ , Quarterly
Journal of Economics , 92, pp.1127–62.
Holmstrom, B., and P.Milgrom (1991) ： ‘Mult itask Princical-Agent
Analyses:Incentive Contracts, Asset Ownership, and Job Design’ ,
Journal of Law,Economics and Organization, Vol. 7, Special Issue,
pp.24-52.
Jondrow, J. , C. A. K. Lovell , I . S. Materov, and P. Schmidt (1982) ：
‘ On the Estimation of Technical Ineff ic iency in the Stochastic
Frontier Production Model’ , Journal of Econometrics, 19, pp.233–
238.
Joskow,P.L and R.Schmalensee(1986) ： ‘ Incentive regulation for
electric uti l i ties ’ , Yale Journal on Regulation, 4, pp.1–49.
Kennedy, D. (1995) : ‘London Bus Tendering: The Impact on Costs ’ ,
International Review of Applied Economics, vol.9, pp.305-317.
Klemperer, P. (1999) ： ‘Auction Theory: a Guide to the Literature’ ,
Journal of Economic Surveys , vol .13(3) , pp.227–86.
Klemperer, P (2002) ： ‘What really matters in auction design’ ,
Journal of Economic Perspectives , vol .16 (1) , pp.169–189.
Klemperer, P (2004) ： Auctions: Theory and Practice , Princeton
University Press.
Krishna, V. (2010) ： Auction Theory. Second edition, Academic
Press .
Kumbhakar, S. C. and C. A. K. Lovell (2000): Stochastic Frontier
- 189 -
Analysis, Cambridge University Press.
Laffont , J. and J.Tirole (1993) ： A Theory of Incentives in
Procurement and Regulation, MIT Press.
Lambert , D.K., D. Dichev and K. Raff iee (1993) ： ‘Ownership and
Sources of Ineff ic iency in the Provision of Water Services ’ , Water
Resources Research, 29: pp.1573-1578.
McAfee,R.P., R.Preston. , J.McMillan and M.D. Whinston (1989)：
‘Mult iproduct Monopoly, Commodity Bundling and Correlation of
Values’ , Quarterly Journal of Economics ,102, pp.371-383.
Ménard, C(2009) ： 'The case of public private partnerships in water
supply. ' In R. Kunneke, J. Groenewegen, and J. F. Auger (eds),
The Governance of Network Industries , Edward Elgar , pp.25-45
Milgrom, P. (2004) ： Putting Auction Theory to Work , Cambridge
University Press（川又邦雄・奥野正寛監訳、計盛栄一郎・馬場弓子
訳（ 2007）『オークション理論とデザイン』東洋経済新報社） .
Milgrom, P. and R.Weber, (1982) ： ‘A theory of auctions and
competit ive bidding’ , Econometrica 50, pp.1089–1122.
Mizutani,F and T.Urakami（ 2001）： ‘ Identi fying network density and
scale economics for Japanese water supply organizations ’ , Papers
in Regional Science , 80, pp.211-230.
Mizutani,F and T. Urakami(2003) ：‘ A private-public comparison of
bus service operators’,Graduate school of business administration
Kobe university Discussion paper series 2002.25
OECD（ 2010）： ‘Competit ion in bidding markets ’ , OECD Journal:





Picazo-Tadeo, A. and F.Saez-Fernandez , F.Gonzalez-Gomez(2008)：
‘Dose service quality matter in measuring the performance of
water uti l ites? ’ , Uti l i ties Policy,16 pp.30-38
Pitt , M. and L. Lee （ 1981 ）：‘ The measurement and sources of
technical ineff ic iency in Indonesian weaving industry’, Journal of
Development Economics , 9, pp.43–64.
Saal , D. and D. Parker (2000)： ‘ The Impact of Privatization and
Regulation on the Water and Sewerage Industry in England and
Wales: A Translog Cost Function Model ’ , Managerial and Decis ion
Economics, 21, pp.253-268.
Saal , D. and D. Parker (2001)： ‘Productivity and Price Performance
in the Privatized Water and Sewerage Companies of England and
Wales ’ , Journal of Regulatory Economics , vol .20, pp.61-90.
Salanie, B. (1997) ： The Economics of Contracts , MIT Press.（細江
守紀・三浦功・堀宣昭訳 (2000),『契約の経済学』勁草書房）
Sappington, D. (2005) ：‘ Regulating service quality: A survey’ .
Journal of Regulatory Economics 27 (2) , pp.123–154.
Schmidt, P. and R. E. Sickles (1984)：‘ Production Frontiers and
Panel Data’ , Journal of Business and Economic Statist ics , 2,
pp.367–74.
Shleifer, A. (1985)：‘ A theory of yardstick competit ion’ . RAND
Journal of Economics 16 (3), pp.319–327.
Spence, M. (1975) ：‘ Monopoly, quality, and regulation ’ . Bel l
Journal of Economics 6 (2), pp.417–429.
Tone,K and T. Sawada,(1990)：‘ An effic iency analysis of public vs .
private bus transportation enterprises ’ , H. Bradley(eds) ,
Operational Research '90 , Pergamon Press, pp.357–365.
Torres, M. and P.C.Morrison(2006)： ‘Driving forces for consol idation
- 191 -
or fragmentation of the US water uti l ity industry: a cost function
approach with endogenous output. ’ , Journal of Urban
Economics ,59,pp.104-120.
Tupper, H.C. and M. Resende (2004)： ‘Eff iciency and Regulatory
Issues in the Brazil ian Water and Sewerage Sector: An Empirical
Study’ , Util i t ies Policy, vol.12,pp.29-40.
Urakami, T. and D. Parker (2011)： ‘The Effects of Consolidation
Amongst Japanese Water Utilit ies: A Hedonic Cost Function
Analysis ’ ,Urban Studies , 48: pp.2805–2825.
Vickers, J. , and G. K.Yarrow (1988)： Privatization: An economic
analysis , MIT Press.
Walter, M（ 2011）：‘ Some Determinants of Cost Eff ic iency in German
Public Transport’ ,Journal of Transport Economics and Policy ,
Volume 45, Part 1, January 2011, pp.1–20.
Wooldridge, J. M. (2010) ： Econometric analysis of cross section and










数の推定」 ,『公益事業研究』第５４巻第３号 ,pp.73－ 79。
浦上拓也（ 2003） ,「公営バス事業における乗合・貸切バス事業間の範
- 192 -
囲の経済性の検証」 ,『交通学研究／ 2002 年研究年報』 pp.131－ 140
浦上拓也（ 2008）「市町村合併が水道事業に与える影響の分析」、『公益





















る考察」『公益事業研究』第 66 巻第 2 号、pp.15-24。
河村真（ 1993） ,「大都市公営バス事業の密度の経済とサイズの経済の
計測」“ The Economic Studies Quarterly”,Vol .44,No.3,pp.269-274。
柿本竜治 (2008)「乗り合いバス事業の費用関数推定による .規制緩和の影
響分析」、『都市計画論文集』， No. 43-3, pp.817-822。
- 193 -
木谷直俊（2001）「わが国におけるバス自由化と英国の経験」『修道商学』














費用効率性評価法」『土木学会論文集』 No.751/Ⅳ -62,pp.111－ 125。
酒井裕規・正司健一（ 2010） ,「わが国公営バス事業における民間事業










『公益事業研究』第 58巻第４号 ,pp.23－ 31
- 194 -
社団法人日本バス協会編（ 2002）,『乗合バス新事業規制ハンドブック』
瀬戸山顕（ 1981）「水道事業の広域化」,『公益事業研究』,第 32 巻第 3
号、 pp.111-134。
高田しのぶ・茂野隆一(1998)「水道事業における規模の経済性と密度の
経済性」『公益事業研究』第 50 巻 ,第 1 号 ,pp.37-44。
高田しのぶ・茂野隆一（2001）「水道事業の効率性格差とその要因」,『筑

























助」,『運輸と経済』第 67 巻 ,第 3 号 , pp.15－ 22。
寺田一薫（2013）「英国地方部の交通計画と幹線バス政策」,寺田一薫・










ッ ク 』 第 ２ 章 、 pp.26－ 37,公 正 取 引 委 員 会 競 争 政 策 研 究 セ ン タ ー
（ http://www.jftc.go.jp/cprc/reports/index.files/cr-0611.pdf ）。
中村清（ 1985） ,「規制産業の生産性と費用構造に関する研究動向 -交




事業研究』第 65 巻第 3 号,pp.1-11。
中山徳良(2000) 「水道事業における技術非効率性の計測と原因」『公益
事業研究』第 52 巻 , 第 2 号 , pp.91-96。
中山徳良（2001）「下水道事業の費用構造」『公益事業研究』第 53 巻 , 第
2 号 , pp.23-31。
中山徳良(2002a）「兵庫県における水道事業の効率性と生産性」『地域学






際地域経済研究』第 1 巻 , 第 1・ 2 号 , pp.102-110。
日本水道協会（2003）『水道用語辞典（第二版）』,日本水道協会。
日本水道協会（2006）『水道維持管理指針』,日本水道協会。
日本水道協会（2015）『水道料金表（平成 26 年 4 月 1 日現在）』,日本水
道協会。
畑農鋭矢（2009）「主成分分析による地域経済特性の計測」『明大商學論
叢』第 91 巻第２号, pp.193－ 212。
野村宗訓（1999）「制度改革の背景と手法」 ,『公益事業の評価と展望』
第 7 章 ,日本評論社。pp.113-130。









お け る 規 模 の 経 済 と 混 雑 効 果 ｣,『 フ ィ ナ ン シ ャ ル ・ レ ビ ュ ー 』 61,
pp.59-89。
林亮輔（ 2013）「市町村合併による財政活動の効率化―合併パターンを







蓑谷千鳳彦（ 2004）「生産関数」，『応用計量経済学Ⅲ』第 4 章 ,多賀出版。
pp.207-324。
宮﨑毅 (2006)「市町村合併の歳出削減効果―合併トレンド変数による検
出」,『財政研究』第 2 巻 pp.145-160。
宮島勝（ 1984）「地方公営バス事業の生産性に関する研究」,『公益事業








第 47号 ,pp.118－ 133。
山本哲三（ 2003）「フランチャイズ入札の可能性」,『規制改革の経済学』
第 6 章 ,文眞堂。pp.191-222。
横尾真（ 2006）『オークション理論の基礎 ゲーム理論と情報科学の先
端領域』,東京電機大学出版部。
吉江恵昭編（ 1976）「広域水道圏のあり方」 ,『水道協会雑誌』第 500
号、 pp.2－ 16。
吉村悟（ 2011）「府市水道事業統合協議における水道広域化への考察」,
『公益事業研究』第 62 巻第 3 号， pp.39－ 52。
李淳聖・永野寛（ 2004）「都道府県における情報化の現状分析」,『公益
事業研究』第 56 巻第１号, pp.35－ 45。
- 198 -
（参考 Website）
Department for Transport（ 2013) ： ‘Transport Statist ics Great
Britain 2013’ ,
( https: / /www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachm
ent_data/f i le /265212/Transport_Statist ics_Great_Britain_2013_-_
print_ready.pdf， 2015 年 5 月 2 日アクセス )
Transport for London (2008): London’s Bus Contracting and
Tendering Process ,
（ http: / /content.tf l .gov.uk/uploads/ forms/ lbsl -tendering-and-contr
acting.pdf， 2015 年 5 月 2 日アクセス）
Transport for London (2013):Annual Report and Statement of
Accounts
（ http: / /www.tf l .gov.uk/assets /downloads/corporate/annual-report-a




(http: / /www.jichi-sogo. jp/wp/wp-content/uploads/2015/04/koueikig
youhoukokusho.pdf , 2015 年 4 月 15 日アクセス）。
公営企業の経営戦略の策定支援と活用等に関する研究会 (2015)『公営
企業の経営戦略の策定支援と活用等に関する研究会報告書』総務省、
















ji.html,2015 年 5 月 2 日アクセス）。
総務省（2015）『地方公営企業年鑑第 61 集』
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei25/pdf/sui
do.pdf,2015 年 5 月 2 日アクセス）。
総務省（2015ｂ）「平成２６年地方公共団体定員管理調査」
（http://www.soumu.go.jp/iken/kazu.html,2015 年 5 月 2 日アクセス）
消費者庁（ 2010）「公共料金の窓」
(http://www.caa.go.jp/seikatsu/koukyou/water/wa01.html,2015 年
5 月 2 日アクセス）。
地方公営企業会計制度等研究会（ 2010）「地方公営企業会計制度等研究
会報告書」




（ http: / /www.soumu.go. jp /main_content/000337013.pdf。2015 年 5
月 2 日アクセス）。
東京都・大阪府（ 2010）『公会計改革白書』
（ http: / /www.kaikeikanri .metro.tokyo. jp/hakusyo1-1.pdf, 2015 年 5
- 200 -
月 2 日アクセス）。
